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2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は，主に津波の影響により東北地方と関東地方の沿岸部を

中心に壊滅的な被害をもたらした。さらに東北地方全域において電気，ガス，水道，道路などのライフラインが

寸断された。

震災後のライフラインが寸断された状況から復旧を試みる過程は，開発途上国向けの水道事業や下水道事業進

出を試みるにあたり，他では得難い経験となった。特に電力などのエネルギーに関しては浄水場および下水処理

場の設備運営にかかせないものであり，電気の供給が寸断されても最小限の設備を運転可能なシステム構築 (省

エネ，創エネ，脱エネ) が必要と考える。また，被災地域の復興を考える上で，現地の住民の真のニーズを汲み

取った復興計画の策定が求められている。

これら東日本大震災の経験からの教訓を踏まえ，水ビジネスを中心とした海外進出のヒントについて提案する。
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